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教育委員会（議案･報告）第16号 

（所 管）教職員人事部 教職員企画課 

件  名 堺市立学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部改正について 

提 案 理 由 

特別休暇及び病気休暇について、次に掲げる所要の改正を行うため、本件を

上程するものである。 

 (1) 地方公務員等共済組合法の一部改正により、会計年度任用職員が新た

に共済組合への加入対象となったことを踏まえ、会計年度任用職員の特

別休暇について見直しを行うもの 

(2) 病気休暇の取得日数の算定方法について見直しを行うもの 

なお、本件は教育委員会の議決事項であるが、教育委員会の会議を開く暇が

なかったため、教育長に対する事務委任等に関する規則第4条第1項の規定によ

り、令和5年3月31日に教育長において臨時に代理したので、報告するものであ

る。 

議案（報告）の 

概要又は要旨 

1 改正の趣旨  

 (1) 1週間の勤務日数が3日以上の会計年度任用職員を人間ドックの受診に係

る特別休暇の取得対象者とするもの 

(2) 週休日及び休日（以下「週休日等」という。）のうち病気休暇を取得し

たものとみなす日（以下「みなし取得日」という。）について次のとおり

改めるもの 

ア 病気休暇に係る療養に必要な期間内にある週休日等から病気休暇とし

て取得した期間内にある週休日等に改めることとするもの 

イ 病気休暇として取得した期間の末日と、その日後の休職の期間の初日

との間に勤務をした日がない場合に限り、その間にある週休日等をみな

し取得日に含むこととするもの 

2 施行期日 

令和5年4月1日 

備 考 

 



議決後必要と 

なる取組 

この案件は、 

□ 上記案により、公布する。 

□ 令和  年 第  回市議会（定例会・臨時会）に提出する議案につい

ては、異議がないものとして回答する。 

■ その他（教育長の臨時代理により、公布済である。） 
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報告第１６号 

 

 

 

 

 

堺市立学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部改正について 

 

 

 

次のとおり、堺市立学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部改正について、

教育長に対する事務委任等に関する規則第４条第１項の規定に基づき、令和５年３月３１日に

教育長において臨時に代理したので、報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年４月２４日 

堺 市 教 育 委 員 会 

教育長  粟井  明彦 
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堺市立学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正する 

規則 

 

堺市立学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則（平成２９年教育委員会規則第

３０号）の一部を次のように改正する。 

 第１１条第４項第２号中「に係る療養に必要な」を「として取得した」に、「又は」を

「及び」に改め、同項第４号中「その後の病気休暇として取得しようとする」を「その日

後の次に掲げる」に改め、同号に次のように加える。 

ア 再び病気休暇として取得しようとする期間 

イ 法第２８条第２項第１号の規定による休職の期間 

 第１３条第１項第１号中「、第１９号」を削る。 

 

   附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



堺市立学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則（平成２９年教育委員会規則第３０号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

 （病気休暇）  （病気休暇） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２・３ （略）  ２・３ （略）  

４ 条例第１０条第３項及び第４項に規定する連続した９０日の算定に

ついては、次に掲げる日は、１日を単位とする病気休暇を取得した日と

みなす。 

４ 条例第１０条第３項及び第４項に規定する連続した９０日の算定に

ついては、次に掲げる日は、１日を単位とする病気休暇を取得した日と

みなす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 病気休暇に係る療養に必要な期間内にある週休日又は休日 (2) 病気休暇として取得した期間内にある週休日及び休日 

(3) 次項の規定により通算された病気休暇を取得した日 (3) 次項の規定により通算された病気休暇を取得した日 

(4) 病気休暇として取得した期間の末日と、その後の病気休暇として取

得しようとする期間の初日との間（以下この号において「復帰期間」

という。）にある週休日及び休日（復帰期間に勤務をした日がない場

合に限る。） 

(4) 病気休暇として取得した期間の末日と、その日後の次に掲げる期間

の初日との間（以下この号において「復帰期間」という。）にある週

休日及び休日（復帰期間に勤務をした日がない場合に限る。） 

 ア 再び病気休暇として取得しようとする期間 

 イ 法第２８条第２項第１号の規定による休職の期間 

５～７ （略） ５～７ （略） 

第１３条 前条第１項の規定にかかわらず、次に掲げる職員は、当該各号

に定める特別休暇を受けることができない。 

第１３条 前条第１項の規定にかかわらず、次に掲げる職員は、当該各号

に定める特別休暇を受けることができない。 
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(1) 会計年度任用職員のうち、１週間の勤務日の日数が３日以上である

者 前条第１項第８号、第１６号、第１９号及び第２２号に規定する

特別休暇 

(1) 会計年度任用職員のうち、１週間の勤務日の日数が３日以上である

者 前条第１項第８号、第１６号及び第２２号に規定する特別休暇 

(2) （略）  (2) （略） 

２～７ （略） ２～７ （略） 
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【例外パターン】

病気休暇

取得日数

対象外

×

病気休暇の取得日数の算定方法について以下のとおり変更する。（病気休暇は取得日数９０日以内で有給、９０日超で無給となる。）

病気休暇取得日数の算定方法の変更について

病気休暇

取得日数

【現　行】 病気休暇に係る療養に必要な期間内にある週休日及び休日は病気休暇を取得した日とみなして取得日数にカウントする。

１１日２日目 ３日目 ４日目 ５日目 ６日目 ７日目 ８日目 ９日目 １０日目 １１日目

3月11日

土

週休日

対象外 対象

病気休暇を取得した日とみなさない

例　：　診断書記載された療養必要期間が3月11日（土）　～　3月21日（火）の場合

例　：　診断書記載された療養必要期間が3月11日（土）　～　3月21日（火）の場合

８日目 ×

【改正後】 病気休暇として取得した期間内にある週休日及び休日は病気休暇を取得した日とみなして取得日数にカウントする。

87日目 88日目 89日目 90日目

3月10日

金

勤務

８日
病気休暇

取得日数 ×

病気休暇

取得日数

3月10日

金

勤務

3月22日

水

休職週休日 週休日
病気

休暇
休日

3月20日 3月21日

対象外

3月19日

６日目 ７日目

対象 対象 対象 対象

１日目 ２日目 ３日目 ４日目 ５日目

3月12日 3月13日 3月14日 3月15日

対象（みなし）

月 火 水 木

3月16日 3月17日

金

対象（みなし） 対象 対象 対象 対象 対象

3月21日

火・祝

休日

火・祝

休日

対象（みなし）

3月18日 3月19日 3月20日 3月21日

土 日 月 火・祝

対象（みなし） 対象

対象（みなし） 対象（みなし） 対象

3月18日 3月19日 3月20日

土

週休日

病気休暇期間満了後に勤務日を挟まずに休職

となる場合は、病気休暇として取得した期間の

末日と休職期間の初日との間にある週休日及

び休日を病気休暇を取得した日とみなす。

日 月 火 水 木 金 土 日

週休日
病気

休暇

病気

休暇

病気

休暇

3月17日 3月18日

週休日
病気

休暇

病気

休暇

対象（みなし）

3月12日 3月13日 3月14日 3月15日 3月16日

病気

休暇

病気

休暇

月

病気

休暇

日

週休日
病気

休暇

病気

休暇

対象（みなし） 対象

病気休暇に係る療養に必要な期間であっても始期と終期の週休日及び休日は病気休暇を取得した日とみなさず取得日数にカウントしない。

週休日
病気

休暇

日 月

週休日
病気

休暇

対象（みなし）

１日目

対象（みなし）

3月11日

土

週休日

病気休暇に係る療養に必要な期間

病気休暇として取得した期間

病気休暇として取得した期間 休職期間

=

病気休暇に係る療養に必要な期間

1

参考
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